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Ⅰ 発生主義・複式簿記による財務４表 
 

１ 概要 

わが町における公会計は、基準モデルによる財務４表を作成しています。 

 

平成22年度は基準モデル導入３年目でありスムーズに財務４表を完成させるこ

とができました。 

 

また、基準モデルに基づく発生主義・複式簿記による財務４表の３年間の経年

比較が可能となり、増減額の把握による今後の行財政運営の合理化へ向けて効果

的な会計資料であるといえます。 

 

次の段階としては、これらの財務４表を分析し、行政改革・予算編成・資産管

理などに活用し、健全で自律的な自治体運営に役立てていくことが最も必要な事

であり、公会計改革の最終目的であると考えています。 

 

２ 対象となる会計の範囲 

財務書類４表をそれぞれ普通会計、単体および連結ベースで作成しています。

その区分などは以下のとおりです。 

 

連
結
ベ
ー
ス 

※ 

単
体
ベ
ー
ス 

普通会計 一般会計 

事業会計 

 

下水道事業特別会計、簡易水道事業特別会

計、国民健康保険事業会計、老人保健医療事

業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高

齢者医療事業特別会計 

 

 

一部事務組合 

広域連合 

 

彦根市犬上郡営林組合、湖東広域衛生管理組

合、彦根愛知犬上広域行政組合、滋賀県後期

高齢者医療広域連合 

 

 

※ 関係する一部事務組合等については、重要性の観点から、本町の純資産

の持ち分額が1,000万円を超える団体を連結対象としています。 
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Ⅱ 本町の財務書類４表 
 

１ 貸借対照表 

 

左側に「資産」、右側には資産を形成した財源を「負債」と「純資産」に分け

て対照的に表示したもので、年度末時点（平成23年３月31日時点）での財産・負

債状況をあらわしています。 

 

資 産… 預金、土地、建物、車両、貸付金や基金など、町が保有している全

ての財産のことです。 

また、事業用資産とは、公共サービスに供されている資産で、例

えば学校や公営住宅などがあり、インフラ資産とは、道路・公園など

の社会基盤となる資産をいいます。 

 

負 債… 地方債などの債務のほか、現在勤務職員に対する将来の退職金など、

将来の負担になるもののことです。 

 

純資産… 現在までの世代や、国・県が支出した資産取得のための財産で、将

来返済しなくてもよい財産のことです。 

（算式では資産－負債＝純資産となります。） 

 

 

 

貸借対照表 

（平成23年３月31日現在）                         （単位：百万円） 

資産の部 普通 単体 連結 負債の部 普通 単体 連結 

１ 金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

２ 非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

3,003 

218 

2,785 

310 

2,475 

15,935 

10,626 

10,550 

76 

5,309 

3,245 

245 

3,000 

388 

2,612 

24,073 

10,639 

10,554 

85 

13,434 

3,361 

264 

3,097 

388 

2,709 

24,500 

11,067 

10,982 

85 

13,434 

１ 流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

２ 非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

339 

261 

34 

44 

2,998 

2,426 

555 

17 

535 

451 

37 

48 

7,006 

6,434 

555 

17 

574 

487 

39 

48 

7,045 

6,452 

576 

17 

負債合計 3,337 7,542 7,619 

純資産合計 15,601 19,776 20,242 

資産合計 18,938 27,318 27,861 負債・純資産合計 18,938 27,318 27,861 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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２ 行政コスト計算書 

 

１年間の行政活動のうち、福祉サービスや人的サービスなどの、資産形成にな

らない経費から、その財源となる使用料や手数料等の収入を差し引いたコスト計

算書です。 

 

人  件  費… 職員給与や議員報酬、退職給付費用（職員が１年間勤務した

ことにより増加した将来の退職金額）など 

 

物  件  費… 消耗品費、施設の修繕維持費、減価償却費など 

 

経    費… 業務委託費、使用料、手数料など 

 

業務関連費用… 地方債償還利子、関係団体への支出など 

 

移 転 支 出… 補助金や社会保障経費など 

 

 

行政コスト計算書 

  （平成22年４月１日～平成23年３月31日）               （単位：百万円） 

経常費用 
普通 単体 連結 

2,944 4,108 4,832 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

729 

770 

△41 

528 

303 

225 

465 

390 

74 

57 

55 

3 

1,165 

395 

368 

401 

0 

805 

845 

△41 

559 

308 

252 

518 

432 

86 

165 

155 

10 

2,061 

0 

1,653 

401 

8 

838 

876 

△38 

655 

342 

313 

530 

432 

98 

167 

155 

12 

2,642 

0 

1,418 

1,217 

8 

経常収益 197 440 808 

使用料・手数料等 197 440 808 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
2,747 3,668 4,024 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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３ 純資産変動計算書 

 

純資産（現在までの世代や国・県が負担したもの）の１年間の増減をあらわ

しています。 

財 源 の 使 途… 町税などの一般財源や、国・県からの補助金をど

のように使ったかをあらわしています。 

 

財 源 の 調 達… 調達した財源の内訳をあらわしています。 

 

固 定 資 産 の 変 動… 学校や道路、公園などの社会資本の取得に伴う

増加額と、過去に取得した社会資本の経年劣化に

よる減少額との差額をあらわしています。 

 

長 期 金 融 資 産 の 変 動… 基金、貸付金や出資金など長期金融資産の増減

をあらわしています。 

 

評価・換算差額等の変動… 固定資産や長期金融資産の評価益と評価損の差額

をあらわしています。 

 

純資産変動計算書 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）             （単位：百万円） 

期首純資産残高 
普通 単体 連結 

15,358 19,545 20,009 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

324 

3,259 

2,747 

184 

207 

120 

3,583 

976 

0 

2,154 

452 

508 

4,463 

3,668 

210 

234 

350 

4,972 

976 

277 

3,016 

702 

520 

4,848 

4,024 

234 

239 

350 

5,368 

984 

277 

3,366 

741 

２ 資産形成充当財源変動の部 241 274 264 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

55 

186 

0 

76 

198 

0 

66 

198 

0 

３ その他の純資産変動の部 △322 △552 △552 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△322 

0 

△552 

0 

△552 

0 

当期純資産変動額 243 231 233 

期末純資産残高 15,601 19,776 20,242 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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４ 資金収支計算書 

 

１年間の資金の増減を表示したもので、どのような活動にいくらの資金が必要

であったかをあらわすものです。 

 

経常的収支… 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるも

のをあらわしています。 

 

資本的収支… 学校や道路などの資産形成や、投資、貸付金などに係る収入、

支出をあらわしています。 

 

財務的収支… 町債や借入金などの収入、支出をあらわしています。 

 

 

 

資金収支計算書 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）               （単位：百万円） 

１ 経常的収支 
普通 単体 連結 

657 985 1,025 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

2,631 

3,288 

3,687 

4,672 

4,375 

5,340 

２ 資本的収支 △362 △399 △402 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

391 

29 

444 

44 

452 

50 

３ 財務的収支 △212 △490 △534 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

494 

283 

787 

297 

831 

297 

当期資金収支額 84 96 89 

期首資金残高 135 149 176 

期末資金残高 218 245 264 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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５ 住民１人あたりの財務書類４表 

 

 

 

※平成23年３月31日現在の人口 

7,304人 

 

(1)住民１人あたりの貸借対照表  

 

 

 

貸借対照表(住民１人あたり) 

（平成23年３月31日現在）                          （単位：千円） 

資産の部 普通 単体 連結 負債の部 普通 単体 連結 

１ 金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

２ 非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

411 

30 

381 

42 

339 

2,182 

1,455 

1,444 

10 

727 

444 

34 

411 

53 

358 

3,296 

1,457 

1,445 

12 

1,839 

460 

36 

424 

53 

371 

3,354 

1,515 

1,504 

12 

1,839 

１ 流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

２ 非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

46 

36 

5 

6 

410 

332 

76 

2 

73 

62 

5 

7 

959 

881 

76 

2 

79 

67 

5 

7 

965 

883 

79 

2 

負債合計 457 1,033 1,043 

純資産合計 2,136 2,708 2,771 

資産合計 2,593 3,740 3,815 負債・純資産合計 2,593 3,740 3,815 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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(2)住民１人あたりの行政コスト計算書 

 

 

 

行政コスト計算書(住民１人あたり) 

   （平成22年４月１日～平成23年３月31日）               (単位：千円) 

経常費用 
普通 単体 連結 

403 562 662 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

99 

105 

△6 

72 

42 

31 

64 

53 

10 

8 

7 

 0 

159 

54 

50 

55 

0 

110 

116 

△6 

77 

42 

34 

71 

59 

12 

23 

21 

1 

282 

0 

226 

55 

1 

114 

120 

△5 

90 

47 

43 

73 

59 

13 

23 

21 

2 

362 

0 

194 

167 

1 

経常収益 27 60 111 

使用料・手数料等 27 60 111 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
376 502 551 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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(3)住民１人あたりの純資産変動計算書 

 

 

 

純資産変動計算書(住民１人あたり) 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）              （単位：千円） 

期首純資産残高 
普通 単体 連結 

2,103 2,676 2,740 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

44 

446 

376 

25 

28 

16 

491 

134 

0 

295 

62 

70 

611 

502 

29 

32 

48 

681 

134 

38 

413 

96 

71 

664 

551 

32 

33 

48 

735 

135 

38 

461 

101 

２ 資産形成充当財源変動の部 33 37 36 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

8 

25 

0 

10 

27 

0 

9 

27 

0 

３ その他の純資産変動の部 △44 △76 △76 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△44 

0 

△76 

0 

△76 

0 

当期純資産変動額 33 32 32 

期末純資産残高 2,136 2,708 2,771 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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(4)住民１人あたりの資金収支計算書 

 

 

 

資金収支計算書(住民１人あたり) 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）                （単位：千円） 

１ 経常的収支 
普通 単体 連結 

90 135 141 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

360 

450 

505 

640 

599 

739 

２ 資本的収支 △50 △55 △55 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

54 

4 

61 

6 

62 

7 

３ 基礎的財務的収支 △29 △67 △73 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

68 

39 

108 

41 

114 

41 

当期資金収支額 11 13 12 

期首資金残高 18 20 24 

期末資金残高 30 34 36 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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６ 財務４表の前年度比較 

 

(1)貸借対照表 

 

① 普通会計 

 

貸借対照表 

（平成23年３月31日現在）                         （単位：百万円） 

資産の部 22年度 21年度 差引 負債の部 22年度 21年度 差引 

１ 金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

２ 非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

3,003 

218 

2,785 

310 

2,475 

15,935 

10,626 

10,550 

76 

5,309 

2,693 

134 

2,558 

288 

2,269 

16,201 

10,862 

10,814 

48 

5,339 

310 

84 

227 

22 

205 

△267 

△237 

△264 

28 

△30 

１ 流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

２ 非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

339 

261 

34 

43 

2,998 

2,426 

555 

17 

401 

284 

38 

78 

3,135 

2,513 

596 

26 

△62 

△24 

△4 

△34 

△138 

△88 

△41 

△9 

負債合計 3,337 3,537 △200 

純資産合計 15,601 15,358 243 

資産合計 18,938 18,895 44 負債・純資産合計 18,938 18,895 44 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 

 

 

 

 

② 単体会計 

 

貸借対照表 

（平成23年３月31日現在）                         （単位：百万円） 

資産の部 22年度 21年度 差引 負債の部 22年度 21年度 差引 

１ 金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

２ 非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

3,245 

245 

3,000 

388 

2,612 

24,073 

10,639 

10,554 

85 

13,434 

2,918 

149 

2,769 

373 

2,395 

24,548 

10,875 

10,821 

54 

13,673 

327 

96 

231 

14 

217 

△475 

△236 

△267 

31 

△239 

１ 流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

２ 非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

535 

451 

37 

48 

7,006 

6,434 

555 

17 

597 

473 

42 

81 

7,323 

6,698 

596 

29 

△62 

△23 

△5 

△34 

△317 

△263 

△41 

△13 

負債合計 7,542 7,921 △379 

純資産合計 19,776 19,545 231 

資産合計 27,318 27,466 △148 負債・純資産合計 27,318 27,466 △148 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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③ 連結会計 

 

貸借対照表 

（平成23年３月31日現在）                         （単位：百万円） 

資産の部 22年度 21年度 差引 負債の部 22年度 21年度 差引 

1.金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

2.非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

3,361 

264 

3,097 

388 

2,709 

24,500 

11,607 

10,982 

85 

13,434 

3,060 

179 

2,880 

373 

2,507 

25,088 

11,416 

11,32 

54 

13,673 

302 

85 

217 

14 

202 

△588 

△349 

△380 

31 

△239 

1.流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

2.非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

574 

487 

39 

47 

7,045 

6,452 

576 

17 

650 

523 

45 

82 

7,048 

6,762 

618 

29 

△76 

△37 

△5 

△34 

△363 

△309 

△41 

△13 

負債合計 7,619 8,058 △439 

純資産合計 20,242 20,090 153 

資産合計 27,861 28,148 △286 負債・純資産合計 27,861 28,148 △286 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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(2)行政コスト計算書 

 

① 普通会計 

 

行政コスト計算書 

   （平成22年４月１日～平成23年３月31日）              （単位：百万円） 

経常費用 
22年度 21年度 差引 

2,944 3,023 △79 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

729 

770 

△41 

528 

303 

225 

465 

390 

74 

57 

55 

3 

1,165 

395 

368 

401 

0 

779 

780 

△1 

568 

309 

258 

415 

338 

76 

70 

61 

9 

1,188 

399 

505 

284 

1 

△51 

△10 

△40 

△40 

△6 

△34 

49 

52 

△2 

△13 

△7 

△6 

△24 

△4 

△137 

117 

0 

経常収益 197 167 30 

使用料・手数料等 197 167 30 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
2,747 2,856 △109 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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② 単体会計 

 

行政コスト計算書 

   （平成22年４月１日～平成23年３月31日）              （単位：百万円） 

経常費用 
22年度 21年度 差引 

4,108 4,199 △91 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

805 

845 

△41 

559 

308 

252 

517 

432 

86 

165 

155 

10 

2,061 

0 

1,653 

401 

8 

854 

855 

△1 

601 

319 

282 

460 

377 

83 

192 

166 

26 

2,091 

0 

1,797 

284 

10 

△49 

△10 

△40 

△42 

△11 

△31 

57 

55 

2 

△27 

△11 

△16 

△29 

0 

△144 

117 

2 

経常収益 440 380 60 

使用料・手数料等 440 380 60 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
3,668 3,819 △151 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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③ 連結会計 

 

行政コスト計算書 

   （平成22年４月１日～平成23年３月31日）              （単位：百万円） 

経常費用 
22年度 21年度 差引 

4,832 5,002 △170 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

838 

876 

△38 

655 

342 

313 

530 

432 

98 

167 

155 

12 

2,642 

0 

1,418 

1,217 

8 

888 

887 

1 

715 

360 

355 

475 

377 

98 

195 

165 

29 

2,726 

0 

1,564 

1,151 

10 

△51 

△11 

△39 

△61 

△18 

△43 

54 

55 

△1 

△28 

△11 

△17 

△84 

0 

△146 

65 

△2 

経常収益 808 807 1 

使用料・手数料等 808 807 1 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
4,024 4,194 △171 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  



- 15 - 

 

(3)純資産変動計算書 

 

① 普通会計 

 

純資産変動計算書 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）             （単位：百万円） 

期首純資産残高 
22年度 21年度 差引 

15,358 15,245 113 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

324 

3,259 

2,747 

184 

207 

120 

3,583 

976 

0 

2,154 

452 

308 

3,254 

2,856 

199 

80 

119 

3,563 

1,001 

0 

2,106 

456 

16 

5 

△109 

△15 

127 

1 

20 

△24 

0 

48 

△4 

２ 資産形成充当財源変動の部 241 152 90 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

55 

186 

0 

99 

53 

0 

△44 

133 

0 

３ その他の純資産変動の部 △322 △347 25 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△322 

0 

△347 

0 

25 

0 

当期純資産変動額 243 113 130 

期末純資産残高 15,601 15,358 243 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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② 単体会計 

 

純資産変動計算書 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）             （単位：百万円） 

期首純資産残高 
22年度 21年度 差引 

19,545 19,486 59 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

508 

4,463 

3,668 

210 

234 

350 

4,972 

976 

277 

3,016 

702 

471 

4,473 

3,819 

215 

91 

348 

4,945 

1,001 

287 

2,957 

700 

37 

△10 

△151 

△4 

143 

2 

27 

△24 

△10 

59 

2 

２ 資産形成充当財源変動の部 274 164 110 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

76 

198 

0 

105 

59 

0 

△29 

139 

0 

３ その他の純資産変動の部 △552 △576 25 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△552 

0 

△576 

0 

25 

0 

当期純資産変動額 231 59 172 

期末純資産残高 19,776 19,545 231 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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③ 連結会計 

 

純資産変動計算書 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）             （単位：百万円） 

期首純資産残高 
22年度 21年度 差引 

20,009 20,023 △14 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

521 

4,848 

4,024 

234 

239 

350 

5,368 

984 

277 

3,366 

741 

469 

4,906 

4,194 

264 

99 

348 

5,374 

1,012 

287 

3,329 

746 

52 

△58 

△171 

△30 

141 

2 

△6 

△27 

△10 

37 

△6 

２ 資産形成充当財源変動の部 264 175 90 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

66 

198 

0 

114 

61 

0 

△48 

137 

0 

３ その他の純資産変動の部 △552 △577 25 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△552 

0 

△577 

0 

25 

0 

当期純資産変動額 233 66 166 

期末純資産残高 20,242 20,090 153 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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(4)資金収支計算書 

 

① 普通会計 

 

資金収支計算書 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）               （単位：百万円） 

１ 経常的収支 
22年度 21年度 差引 

657 612 45 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

2,631 

3,288 

2,639 

3,251 

△8 

37 

２ 資本的収支 △362 △241 △121 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

391 

29 

269 

28 

122 

1 

３ 財務的収支 △212 △378 167 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

494 

283 

413 

34 

82 

248 

当期資金収支額 84 △7 91 

期首資金残高 135 142 △7 

期末資金残高 218 135 84 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  

 

 

 

② 単体会計 

 

資金収支計算書 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）               （単位：百万円） 

１ 経常的収支 
22年度 21年度 差引 

985 899 86 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

3,687 

4,672 

3,698 

4,597 

△11 

75 

２ 資本的収支 △399 △262 △137 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

444 

44 

296 

33 

148 

11 

３ 財務的収支 △490 △666 176 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

787 

297 

712 

47 

74 

250 

当期資金収支額 96 △29 125 

期首資金残高 149 178 △29 

期末資金残高 245 149 96 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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③ 連結会計 

 

資金収支計算書 

（平成22年４月１日～平成23年３月31日）               （単位：百万円） 

１ 経常的収支 
22年度 21年度 差引 

1,025 952 73 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

4,375 

5,340 

4,455 

5,407 

△80 

△7 

２ 資本的収支 △402 △267 △135 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

452 

50 

307 

40 

145 

11 

３ 財務的収支 △534 △718 184 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

831 

297 

765 

47 

66 

250 

当期資金収支額 89 △33 122 

期首資金残高 176 212 △37 

期末資金残高 264 179 85 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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Ⅲ 本町の各種比率  

 
１ 世代間公平性… 現役世代と将来世代との負担のバランスは適正か 

 

（１）純資産比率… 総資産のうち、正味の資産、いわゆる住民の持分割合をあ

らわします。この比率が高いほど財政状況が健全であると

いえます。 

 

純資産比率 年度 普通 単体 連結 

純資産 / 資産合計 
平成22年度 82.4% 72.4% 72.7% 

平成21年度 81.3% 71.2% 71.4% 

 

※ 純資産… 資産－負債 

 

 

（２）将来世代負担比率… 資産に投下された地方債などの将来世代の負担割合

をあらわします。この比率が高いほど将来世代への

先送り債務が多いといえます。 

 

将来世代負担比率 年度 普通 単体 連結 

地方債残高 / 公共資産＋投資等 
平成22年度 15.7% 27.1% 26.8% 

平成21年度 16.1% 27.7% 27.5% 

 

※ 公共資産＋投資等… 土地・建物などの固定資産で長期に利用するものと出資金や基

金・積立金（財政調整基金・減債基金を除く）の合計 

 

 

２ 持続可能性（健全性）… 財政に持続可能性があるか（どれほど借金がある

か） 

 

（１）住民一人当たり負債額 

 

住民一人当たり負債額 年度 普通 単体 連結 

負債合計 / 住民人口 
平成22年度 457千円 1,033千円 1,043千円

平成21年度 489千円 1,094千円 1,113千円
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（２）実質純資産比率… 資産のうち、インフラ資産の価値をゼロと考えたとき

の純資産比率。この比率が高いほど財政状態が健全で

あるといえます。 

 

実質純資産比率 年度 普通 単体 連結 

純資産－インフラ資産 / 資産合計 

平成22年度 75.5% 45.7% 47.2% 

平成21年度 73.9% 42.6% 44.3% 

 

※ インフラ資産… 道路、公園など売却ができない資産 

 

 

（３）流動比率… 今後１年間の支払い予定額のうち、どれくらいの資金が準備

されているかをあらわします。この比率が100%をきると、新

規地方債の発行や次年度の収入より資金を充当せねばならず、

資金繰りが厳しい状態を意味します。 

 

流動比率 年度 普通 単体 連結 

資金＋財政調整基金 / 流動負債 

平成22年度 382.5% 247.5% 242.6% 

平成21年度 254.1% 173.1% 172.4% 

 

※ 財政調整基金… 著しい経済事情の変動、災害復旧、地方債の繰上償還、その他の事情

による財源の不足を補うための基金 
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３ 資産形成度… 将来世代に残る資産はどれくらいあるのか 

 

（１）住民一人当たり資産額 

 

住民一人当たり資産額 年度 普通 単体 連結 

資産合計 / 住民人口 
平成22年度 2,593千円 3,740千円 3,815千円

平成21年度 2,610千円 3,794千円 3,888千円

 

 

（２）資産老朽化比率… 有形固定資産のうち、耐用年数に対して資産の取得か

らどの程度経過しているかをあらわしています。 

この比率が高いほど、資産の老朽化が進んでいると

いえます。 

 

資産老朽化比率 年度 普通 単体 連結 

有形固定資産 /  

有形固定資産-土地＋公共財産施設

＋減価償却累計額 

平成22年度 38.4% 38.3% 38.0% 

平成21年度 36.8% 31.6% 31.2% 

 

※ 有 形 固 定 資 産… 事業用資産（売却可能な資産）のうちソフトウェアなどの無形固定

資産と棚卸資産を除いたもの 

公 共 財 産 施 設… 下水道、公園などの売却することができない資産 

減価償却累計額… 投下した金額をその耐用年数期間内で費用化したものの累計額 

 

 

４ 弾力性… 資産形成を行う余裕はどれくらいあるのか 

 

（１）固定比率… 住民からの直接収入が、どれくらい過去の資産形成の影響を

受けているか、政策遂行の自由度をあらわしています。 

この比率が低いほど、政策の多面的展開が可能になります。 

 

固定比率 年度 普通 単体 連結 

総減価償却費＋想定地代 

 / 税収＋経常収益 

平成22年度 41.9% 50.7% 42.0% 

平成21年度 42.7% 52.8% 42.3% 

 

※ 想定地代… 土地×公債利子率×純資産比率 

  総減価償却費＋想定地代… 所有する社会資本の単年度あたりの使用料といえる 
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５ 効率性… 行政サービスは効率的に提供されているのか 

 

（１）住民一人当たり純経常費用… 地方公共団体の経常的な行政活動の効率性

をあらわしています。少ないほど良いとさ

れています。 

 

住民一人当たり純経常費用 年度 普通 単体 連結 

総経常費用 / 住民人口 
平成22年度 376千円 502千円 551千円 

平成21年度 395千円 528千円 579千円 

 

 

（２）住民一人当たり人件費… 純行政コストの中で大きな影響を及ぼしている

のが人件費です。コスト見直しを行う上で重要

な指標です。 

 

住民一人当たり人件費 年度 普通 単体 連結 

人件費 / 住民人口 
平成22年度 100千円 110千円 115千円 

平成21年度 108千円 118千円 123千円 

 

 

（３）住民一人当たり税収 

 

住民一人当たり税収 年度 普通 単体 連結 

税収 / 住民人口 
平成22年度 134千円 134千円 135千円 

平成21年度 138千円 138千円 140千円 

 

 

 

６ 自律性… 歳入はどれほどの税金で賄われているのか（受益者負担水準） 

 

（１）当事者負担割合… 住民サービスを受ける当事者が、どの程度サービスを

負担しているかをあらわします。 

 

当事者負担割合 年度 普通 単体 連結 

経常収益 / 経常費用 
平成22年度 3.4% 7.7% 14.2% 

平成21年度 2.6% 6.9% 14.3% 



Ⅳ 資料編  






























































